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1. はじめに 

木質バイオマスをガス化利用する発電施設の導入拡大を安全に進めていく上では、残渣

として排出されるバイオ炭の貯蔵時における自然発火危険性を把握しておく必要が有り、

それに応じた管理が求められる。そこで、福島県内に立地するガス化発電施設とラボレベ

ルの熱分解炉の試験により得られたバイオ炭計５種類を用いて、貯蔵場所における自然発

火危険性を明らかにするための試験を行った。 

2. 試験 

熱重量・示差熱分析装置を用いた試験では、バイオ炭の含有水分量と有炎燃焼を開始す

る温度と全体的な熱挙動を評価した。次に、バイオ炭は、室温環境何℃の貯蔵状態で空気

との酸化等による微小な発熱を開始するのかを双子型高感度熱量計を用いて評価した。ま

た、バイオ炭が火災を発生させた際の燃焼の程度を把握するため、ボンベ型熱量計を用い

て評価した。さらに、バイオ炭は外部からの火炎により比較的容易に着火し、延焼拡大し

やすい性質を有するのかを把握するため、消防法に記される小ガス炎着火試験により評価

した。 

3.結果と考察 

バイオ炭は、40℃前後から空気との酸化によるものと推定される微小な発熱を開始する

ことがわかった。この結果から、木質ペレットやバークを原料とするいずれのバイオ炭に

おいても、40℃前後の室温環境で大量貯蔵され、外部との熱の出入りがない「断熱状態」

であれば、微小発熱により蓄熱後に温度上昇し、有炎燃焼を開始する熱分解開始温度に到

達すると自然発火による火災に至る危険性があると考えられる。 

また、バイオ炭の燃焼熱量は、RDF等の既存の廃棄物由来のバイオマス燃料の値と同等

であることがわかった。このことからも、バイオ炭が火災を発生させた場合、既存のバイ

オマス燃料と同等の火災被害となる可能性もあるため、貯蔵場所での火災予防と消火方法

の事前検討が必要である。さらに、バイオ炭は外部からの火炎によって比較的容易に着火

する可能性があり、火災が発生した場合延焼拡大していくことがわかった。 

放射性 Csを含むバイオ炭が火災を発生させた場合、放射性 Csの飛散状況モニタリング

や消火等（含：消火水による放射性 Cs流出防止措置）、現場では様々な対応や意思決定を

求められる可能性が高い。 

そのため、貯蔵場所でのバイオ炭の火災を防止し、バイオ炭を製品として有効活用して

いく上では、堆積高さや貯蔵量の制限、内部温度のモニタリング等の事前対策が必要にな

ると考えられる。 
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